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盛岡市内丸10番１号        

岩手県議会議長 田 村   誠  

 

 

   子供の貧困対策の推進と強化を求める意見書 

 子供の将来が、生まれ育った環境によって左右されることのないよう、子供の貧困

対策の推進と強化を強く要望する。 

理由 

 内閣府の子供・若者白書によると、平成24年の我が国の子供の相対的貧困率は

16.3％で、６人に１人が貧困状態にあり、特に、ひとり親世帯で２人に１人以上が貧

困状態にある。また、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）によると、平成22年では加盟34

カ国中10番目に高く、ひとり親世帯では加盟国中最も高くなっている。 

このような中、貧困の連鎖を絶つことを目的とした子どもの貧困対策の推進に関す

る法律が平成26年１月に施行され、国は子供の貧困対策を総合的に策定し、及び実施

する責務を有すると規定された。そして、同年８月には子供の貧困対策に関する大綱

が閣議決定され、国では総合的な対策に取り組んでいるところであるが、十分とはい

えない状況にある。 

また、都道府県においては、関連条例の制定や対策を推進するための計画を策定し、

地域の実情に応じた様々な施策を取り組み始めているところであるが、大半の自治体

では貧困世帯の実態把握にまで至っていない状況にある。 

よって、国においては、子供の貧困対策の推進と強化のために、次の措置を講ずる

よう強く要望する。 

１ 給付型奨学金の創設や児童扶養手当の充実など、保護者の負担軽減を図る支援を

充実すること。 

２ 子供の医療費助成が自治体の財政力により差が生じないよう、国による全国一律

の制度を早急に整備すること。  

３ 地方自治体が実施する子供の貧困の実態把握の調査や分析のために必要な財政

支援を行うとともに、調査や分析の手法について技術的支援を行うこと。  

４ 子供への食事の提供や学習支援など、民間団体が実施する支援活動への財政支援

等の充実を図ること。 

５ 就業訓練に係る給付金の拡充等、ひとり親世帯の親への就労支援の充実を図るこ

と。 

上記のとおり地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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